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エネルギー政策及び原子力・核燃料サイクルエネルギー政策及び原子力・核燃料サイクル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の推進について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の推進について
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日本のエネルギー政策の基本目標＝３Ｅ
Energy Security, Environmental Protection, Efficiency

安定供給：資源小国としての普遍的重要課題

環境保護：国際的責務としての温暖化対策

効率性：選択肢拡大、国際競争力強化

○エネルギー供給の半分を占める石油の中東依存度は約９割
○さらに、昨夏の電力需給問題に象徴される国内におけるエネルギー
　供給の信頼性・安定性確保も新たな課題として浮上

○温室効果ガスの約９割がエネルギー起源のＣＯ2
○京都議定書を守るために、2010年頃にエネルギー起源のCO2を
　1990年レベルに抑えることを政府として決定

○日本の電力・ガス料金は、他の先進国と比べて高く、国際競争力の面で不利
○高コスト構造を是正し、日本の産業の国際競争力を高める必要
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図図図図１１１１　　　　諸外国諸外国諸外国諸外国にににに比比比比べべべべ低低低低いいいい日本日本日本日本ののののエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー自給率自給率自給率自給率

図図図図４４４４　　　　依然依然依然依然、、、、他他他他のののの国国国国々々々々にににに比比比比べてべてべてべて高高高高いいいい日本日本日本日本のののの電力価格電力価格電力価格電力価格
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図図図図３３３３　　　　１９８５１９８５１９８５１９８５年以降年以降年以降年以降、、、、低下低下低下低下するするするする電力価格電力価格電力価格電力価格
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図図図図２２２２　　　　エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー起源起源起源起源ののののCO2CO2CO2CO2排出量排出量排出量排出量はははは目標目標目標目標ををををオーバーオーバーオーバーオーバー
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出所：IEA”ENERGY PRICES & TAXES 4th Quarter 2002”
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我が国の一次エネルギー総供給の推移と展望
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エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー政策政策政策政策とととと電力電力電力電力のののの電源構成変化電源構成変化電源構成変化電源構成変化

• 安定供給や環境の観点から、石油代替エネル
ギー政策を推進。その主要な担い手は、原子
力とＬＮＧ。

　　　　　　　１９７２年度 →　　　２００２年度

石油　　　 ６４％ →　　 　　　９％

ＬＮＧ　　　 　１％ →　　 　　２７％

石炭　　　 　７％ →　 　　２２％

原子力　 　３％ → 　　３１％

電源構成電源構成電源構成電源構成のののの変化変化変化変化
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• 政策課題は、環境対策の観点からＣＯ２排出
抑制エネルギーへの代替に変化しつつある
一方、電気事業は競争環境へ。競争環境下
での電源選択は、必ずしもＣＯ２排出抑制型と
はならないという課題がある。

　（参考）電力自由化の進展
１９９５年：発電部門を自由化（ＩＰＰの参入）
２０００年３月：総電力供給量の約２６％（２，０００ｋｗ以上の

需要家）の小売自由化
２００３年６月：電気事業法改正
→平成16年4月：約40％（５００ｋｗ以上の需要家）
→平成17年4月：約63％（５０ｋｗ以上の需要家）

需要構成需要構成需要構成需要構成のののの変化変化変化変化
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エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー政策基本法及政策基本法及政策基本法及政策基本法及びびびびエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画のののの概要概要概要概要エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー政策基本法及政策基本法及政策基本法及政策基本法及びびびびエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画のののの概要概要概要概要

エネルギーの需給に関する施策についての基本方針（第２条～第４条）

○安定供給の確保（供給源の多様化、自給率の向上、エネルギー分野における安全保障）
○環境への適合（地球温暖化の防止、地域環境の保全、循環型社会の形成）　　　　　　　　　
○市場原理の活用（上記２点の政策目的を十分考慮しつつ、規制緩和等の施策を推進）

○安定供給の確保（供給源の多様化、自給率の向上、エネルギー分野における安全保障）
○環境への適合（地球温暖化の防止、地域環境の保全、循環型社会の形成）　　　　　　　　　
○市場原理の活用（上記２点の政策目的を十分考慮しつつ、規制緩和等の施策を推進）

　エネルギー政策基本法は、エネルギー政策の大きな方向性を示すことを目的として、議員立法として

国会に提出され、２００２年６月７日に成立、同月１４日に公布・施行となった。

　エネルギー政策基本法は、エネルギー政策の大きな方向性を示すことを目的として、議員立法として

国会に提出され、２００２年６月７日に成立、同月１４日に公布・施行となった。

○エネルギー政策基本法において明らかにされた「安定供給の確保」、「環境への適合」及びこれらを十分考慮
した上での「市場原理の活用」という基本方針に則り、１０年程度を見通して、エネルギーの需給全体に関する
施策の基本的な方向性を定性的に示すもの。
○平成１５年１０月７日、閣議決定、同日国会報告。

○エネルギー政策基本法において明らかにされた「安定供給の確保」、「環境への適合」及びこれらを十分考慮
した上での「市場原理の活用」という基本方針に則り、１０年程度を見通して、エネルギーの需給全体に関する
施策の基本的な方向性を定性的に示すもの。
○平成１５年１０月７日、閣議決定、同日国会報告。

エネルギー基本計画（第１２条）

第１章　エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針　　　　　　　　　　　
　　

第２章　エネルギーの需給に関し、長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策　　　

第３章　エネルギーの需給に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に推進する　
　　　　　　　　　　　　　　　ために重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術　　　　　　　　　

及びその施策
第４章　エネルギーの需給に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に　　　　　　　

推進するために必要な事項
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原子力原子力原子力原子力のののの開発開発開発開発、、、、導入及導入及導入及導入及びびびび利用利用利用利用のののの基本方向基本方向基本方向基本方向原子力原子力原子力原子力のののの開発開発開発開発、、、、導入及導入及導入及導入及びびびび利用利用利用利用のののの基本方向基本方向基本方向基本方向

（１）原子力の開発、導入及び利用

①原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電

・原子力発電は、ウラン資源の安定供給面、及び二酸化炭素を排出しないという地球温暖化対策の面等で優

れた特性を有し、安全確保を大前提に基幹電源として推進。

②核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクル

・核燃料サイクルは供給安定性を更に改善するもの。核燃料サイクルの推進を国の基本的考え方としており

、安全の確保と核不拡散を前提として、着実に取り組むことが必要。

・プルサーマルプルサーマルプルサーマルプルサーマルを当面の中軸として、国民の理解を得つつ着実に推進。

（１）原子力の開発、導入及び利用

①原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電

・原子力発電は、ウラン資源の安定供給面、及び二酸化炭素を排出しないという地球温暖化対策の面等で優

れた特性を有し、安全確保を大前提に基幹電源として推進。

②核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクル

・核燃料サイクルは供給安定性を更に改善するもの。核燃料サイクルの推進を国の基本的考え方としており

、安全の確保と核不拡散を前提として、着実に取り組むことが必要。

・プルサーマルプルサーマルプルサーマルプルサーマルを当面の中軸として、国民の理解を得つつ着実に推進。

「「「「エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画」」」」（（（（平成平成平成平成１５１５１５１５年年年年１０１０１０１０月閣議決定月閣議決定月閣議決定月閣議決定））））

出典：URANIUM 1999 Resources, Production and 
Demand
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出典：電源開発の概要、平成15年度電力供給計画の概要
注：石油等には、LPG、その他ガス及び瀝青質混合物を含む。
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①燃料のエネルギー密度が高く、備蓄が容易。
②燃料を一度装荷すると１年程度は交換する必要がない。
③ウラン資源は、政情の安定した国々に分散している。
④使用済燃料を再処理することによって、資源燃料として再利用できる。

①燃料のエネルギー密度が高く、備蓄が容易。
②燃料を一度装荷すると１年程度は交換する必要がない。
③ウラン資源は、政情の安定した国々に分散している。
④使用済燃料を再処理することによって、資源燃料として再利用できる。

原子力原子力原子力原子力ははははエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー自給自給自給自給にににに貢献貢献貢献貢献

折れ線は日本の年間エネル
ギー供給量（単位：石油換
算百万トン）

出典：ENERGY BALANCES OF 
　　　　OECD COUNTRIES
　　　　(1998-1999)
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日本のエネルギー自給率の変化

　○１９９９年の我が国のエネルギー
自給率は２０％。

　（英国：１２３％、米国：７４％、
フランス：５０％、ドイツ：３
９％）

　　出典：ENERGY BALANCES OF OECD 
　　COUNTRIES, 2001, IEA/OECD

　○原子力を含めなければ、我が国の
エネルギー自給率はわずか４％。

　○１９９９年の我が国のエネルギー
自給率は２０％。

　（英国：１２３％、米国：７４％、
フランス：５０％、ドイツ：３
９％）

　　出典：ENERGY BALANCES OF OECD 
　　COUNTRIES, 2001, IEA/OECD

　○原子力を含めなければ、我が国の
エネルギー自給率はわずか４％。
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環境環境環境環境へのへのへのへの適合適合適合適合環境環境環境環境へのへのへのへの適合適合適合適合

原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電はははは、、、、発電過程発電過程発電過程発電過程でででで二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素をををを排出排出排出排出することがなくすることがなくすることがなくすることがなく、、、、地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策にににに資資資資するするするする。。。。

　　　　　　　［各種電源の発電量当たりＣＯ２排出量（ｇ－CO2／kWh）（ライフサイクル排出量）］
　　　　　　　石炭火力：９７５　　　　　石油火力：７４２　　　　　　ＬＮＧ火力：６０８　　　　ＬＮＧ複合：５１９　

　　　　　　　原子力原子力原子力原子力：：：：２２２２２２２２～～～～２５２５２５２５　　　　水力：１１　　　　　　　　　　地熱：１５　　　太陽光：５３　　　風力：３０

原子力発電原子力発電原子力発電原子力発電はははは、、、、発電過程発電過程発電過程発電過程でででで二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素をををを排出排出排出排出することがなくすることがなくすることがなくすることがなく、、、、地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策地球温暖化対策にににに資資資資するするするする。。。。

　　　　　　　［各種電源の発電量当たりＣＯ２排出量（ｇ－CO2／kWh）（ライフサイクル排出量）］
　　　　　　　石炭火力：９７５　　　　　石油火力：７４２　　　　　　ＬＮＧ火力：６０８　　　　ＬＮＧ複合：５１９　

　　　　　　　原子力原子力原子力原子力：：：：２２２２２２２２～～～～２５２５２５２５　　　　水力：１１　　　　　　　　　　地熱：１５　　　太陽光：５３　　　風力：３０

　　　　　　　　　　　　　　　　エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー起源起源起源起源ののののCO2CO2CO2CO2排出量排出量排出量排出量はははは目標目標目標目標ををををオーバーオーバーオーバーオーバー
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原子力発電所原子力発電所原子力発電所原子力発電所
135万KW１基で0.7％のCO2削減効果
　（参考）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
昨年の東電の原子炉停止により90年度
の日本における全CO2排出量の約1.8％
分のCO2が増加した。

原子力発電所原子力発電所原子力発電所原子力発電所
135万KW１基で0.7％のCO2削減効果
　（参考）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
昨年の東電の原子炉停止により90年度
の日本における全CO2排出量の約1.8％
分のCO2が増加した。

（参考）
鉄鋼高炉一基でCO2排出量は
約500万t-CO2／年（90年度排出量の約0.4％）
（平成１２、１３年の国内高炉３１基の平均値）
　　

（参考）
鉄鋼高炉一基でCO2排出量は
約500万t-CO2／年（90年度排出量の約0.4％）
（平成１２、１３年の国内高炉３１基の平均値）
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核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクルについてはについてはについてはについては、、、、安全性安全性安全性安全性のののの確保確保確保確保とととと核不拡散核不拡散核不拡散核不拡散をををを前提前提前提前提としつつとしつつとしつつとしつつ、、、、推進推進推進推進するするするする。。。。そそそそ

のののの際際際際、、、、国民国民国民国民のののの理解理解理解理解をををを得得得得るためのるためのるためのるための取組取組取組取組、、、、原子力発電立地地域原子力発電立地地域原子力発電立地地域原子力発電立地地域とのとのとのとの共生共生共生共生をををを進進進進めるめるめるめる。。。。
使用済燃料使用済燃料使用済燃料使用済燃料のののの再処理等再処理等再処理等再処理等ののののバックエンドバックエンドバックエンドバックエンド事業事業事業事業についてはについてはについてはについては、、、、そのそのそのその投資投資投資投資リスクリスクリスクリスクのののの大大大大きさがきさがきさがきさが

懸念懸念懸念懸念されていることなどからされていることなどからされていることなどからされていることなどから、、、、平成平成平成平成16年末年末年末年末までにまでにまでにまでに適切適切適切適切なななな制度及制度及制度及制度及びびびび措置措置措置措置をををを検討検討検討検討しししし、、、、必要必要必要必要なななな

措置措置措置措置をををを講講講講ずるずるずるずる。。。。

核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクルのののの今後今後今後今後のののの施策施策施策施策

核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクルののののイメージイメージイメージイメージ

<軽水炉燃料サイクル>

<高速増殖炉燃料サイクル>

再転換

ウラン
濃縮 転換
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再転換

ＭＯＸ燃料
成型加工
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物
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高速増殖炉燃料
再処理

高レベル放射性

廃棄物の処分へ
ウラン系
ウランとプルトニウムを含む系

採鉱
使用済燃料

高レベル放射性廃棄物

劣化ウラン
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鉱
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使用済燃料
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）

使用済燃料
中間貯蔵施設

使用済
燃料

使用済
燃料

ウラン燃料成型加工

高レベル放

射性廃棄物
の 管 理

低レベル放射性

廃棄物の処分へ

（出典）原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画
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○原子力委員会は原子力基本法（１９５６年１月１日施行）において「原子力の研究、開発及

　び利用に関する事項（略）について企画し、審議し、及び決定する」との任務を与えられてお

　り、それに基づき我が国の原子力政策の基本的方向性を示す「原子力開発利用長期計

　画」（以下「長期計画」）を１９５６年９月６日に決定。

○以降、原子力委員会は、ほぼ５年ごとに長期計画を改定。

○最新の長期計画（第９回）は２０００年１１月２４日に策定。

○その中で、以下のように、核燃料サイクルを国の原子力利用の基本的考えとしている。

　　　「核燃料サイクル技術は、供給安定性等に優れているという原子力発電の特性を技術

　　　的に向上させるとともに、原子力が長期にわたってエネルギー供給を行うことを可能に

　　　する技術であり、それが国内で実用化されていくことによって、原子力の我が国のエネ

　　　ルギー供給システムに対する貢献を一層確かなものにすると考えられる。これらのこと

　　　から、国民の理解を得つつ、使用済燃料を再処理し回収されるプルトニウム、ウラン等

　　　を有効利用していくことを国の基本的考え方とする。」

○原子力委員会は原子力基本法（１９５６年１月１日施行）において「原子力の研究、開発及

　び利用に関する事項（略）について企画し、審議し、及び決定する」との任務を与えられてお

　り、それに基づき我が国の原子力政策の基本的方向性を示す「原子力開発利用長期計

　画」（以下「長期計画」）を１９５６年９月６日に決定。

○以降、原子力委員会は、ほぼ５年ごとに長期計画を改定。

○最新の長期計画（第９回）は２０００年１１月２４日に策定。

○その中で、以下のように、核燃料サイクルを国の原子力利用の基本的考えとしている。

　　　「核燃料サイクル技術は、供給安定性等に優れているという原子力発電の特性を技術

　　　的に向上させるとともに、原子力が長期にわたってエネルギー供給を行うことを可能に

　　　する技術であり、それが国内で実用化されていくことによって、原子力の我が国のエネ

　　　ルギー供給システムに対する貢献を一層確かなものにすると考えられる。これらのこと

　　　から、国民の理解を得つつ、使用済燃料を再処理し回収されるプルトニウム、ウラン等

　　　を有効利用していくことを国の基本的考え方とする。」

核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクルのののの位置付位置付位置付位置付けけけけ①①①①　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクルのののの位置付位置付位置付位置付けけけけ①①①①　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　「　　「　　「　　「原子力原子力原子力原子力のののの研究研究研究研究、、、、開発及開発及開発及開発及びびびび利用利用利用利用にににに関関関関するするするする長期計画長期計画長期計画長期計画」」」」　　「　　「　　「　　「原子力原子力原子力原子力のののの研究研究研究研究、、、、開発及開発及開発及開発及びびびび利用利用利用利用にににに関関関関するするするする長期計画長期計画長期計画長期計画」」」」
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核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクルのののの位置付位置付位置付位置付けけけけ②②②②　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　核燃料核燃料核燃料核燃料サイクルサイクルサイクルサイクルのののの位置付位置付位置付位置付けけけけ②②②②　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　「　　　　「　　　　「　　　　「エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画」」」」　　　　「　　　　「　　　　「　　　　「エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画」」」」

○２００３年１０月７日、政府はエネルギー政策基本法（２００２年６月１４日施行）に基づき、

　「エネルギー基本計画」を閣議決定、同日国会に報告。

○その中で、以下のように核燃料サイクルの確立に向けた取り組みを行うこととしている。

　　「原子力発電所から出る使用済燃料を再処理し、有用資源を回収して再び燃料として

　　利用するものであり、供給安定性等に優れているという原子力発電の特性を一層改善

　　するものである。このため、我が国としては核燃料サイクル政策を推進することを国の

　　基本的考え方としており、これらのプロセスのひとつひとつに着実に取り組んでいくこと

　　が基本となる。

　　 その際、安全の確保と核不拡散が前提となることは言うまでもなく、さらに、原子力発電

　　全体の経済性や国民の理解の確保が重要な要素であることから、これらを踏まえ的確

　　に、核燃料サイクルを進めることとする。」

○２００３年１０月７日、政府はエネルギー政策基本法（２００２年６月１４日施行）に基づき、

　「エネルギー基本計画」を閣議決定、同日国会に報告。

○その中で、以下のように核燃料サイクルの確立に向けた取り組みを行うこととしている。

　　「原子力発電所から出る使用済燃料を再処理し、有用資源を回収して再び燃料として

　　利用するものであり、供給安定性等に優れているという原子力発電の特性を一層改善

　　するものである。このため、我が国としては核燃料サイクル政策を推進することを国の

　　基本的考え方としており、これらのプロセスのひとつひとつに着実に取り組んでいくこと

　　が基本となる。

　　 その際、安全の確保と核不拡散が前提となることは言うまでもなく、さらに、原子力発電

　　全体の経済性や国民の理解の確保が重要な要素であることから、これらを踏まえ的確

　　に、核燃料サイクルを進めることとする。」
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! 関西電力㈱美浜発電所一号機(PWR)、
日本原子力発電㈱敦賀発電所一号機
(BWR)でプルサーマルの実証試験が行
われ、試験後も燃料が健全であった
ことが確認されている。

! 我が国が独自に開発した新型転換炉
「ふげん」（1979～2003.3）におい
ては、24年間でMOX燃料を700体以上
（世界最高）利用。

! 世界でも、１０ヶ国で４０年以上に
わたるＭＯＸ燃料の利用実績有（累
積装荷体数：約４０００体）。

! 以上のプルサーマルの利用実績を積
み重ねている間に、プルトニウムを
起因とする事故は生じていない。

日本における軽水炉でのMOX燃料利用実績
出典：関西電力ホームページ

出典：核燃料サイクル開発機構ホームページ

（累
積
）

○エネルギー基本計画において、プルサーマルは、使用済燃料の再処理によって
　生じるプルトニウムの確実な利用という観点から着実に推進することとしている。

○地元の方々のご理解を得つつ、一歩ずつ進めていくことが重要。

プルサーマルについて
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○「原子力開発利用長期計画」（平成１２年１１月）

　「プルサーマルは、ウラン資源の有効利用を図る技術であるとともに、原子力発電に
　係る燃料供給の代替方式であり、燃料供給の安定性向上の観点から有用で、海外
　では既に１９８０年代から利用が本格化されており、我が国でも国内での基礎研究　
　や１９８０年代後半から実用炉で行われた実証試験の成果等を踏まえて、２０１０年
　までに累計１６から１８基において順次プルサーマルを実施していくことが電気事業
　者により計画されており、実現の緒についたところである。」

○「エネルギー基本計画」（平成１５年１０月）

　「核燃料サイクルの重要な前提である使用済核燃料の再処理によって発生するプ　
　ルトニウムの確実な利用という点で、当面の中軸となるプルサーマルを着実に推進
　していくものとする。」

○「原子力開発利用長期計画」（平成１２年１１月）

　「プルサーマルは、ウラン資源の有効利用を図る技術であるとともに、原子力発電に
　係る燃料供給の代替方式であり、燃料供給の安定性向上の観点から有用で、海外
　では既に１９８０年代から利用が本格化されており、我が国でも国内での基礎研究　
　や１９８０年代後半から実用炉で行われた実証試験の成果等を踏まえて、２０１０年
　までに累計１６から１８基において順次プルサーマルを実施していくことが電気事業
　者により計画されており、実現の緒についたところである。」

○「エネルギー基本計画」（平成１５年１０月）

　「核燃料サイクルの重要な前提である使用済核燃料の再処理によって発生するプ　
　ルトニウムの確実な利用という点で、当面の中軸となるプルサーマルを着実に推進
　していくものとする。」

プルサーマルプルサーマルプルサーマルプルサーマルのののの位置付位置付位置付位置付けけけけ　　　　プルサーマルプルサーマルプルサーマルプルサーマルのののの位置付位置付位置付位置付けけけけ　　　　

（（（（原子力利用長期計画原子力利用長期計画原子力利用長期計画原子力利用長期計画、、、、エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画））））（（（（原子力利用長期計画原子力利用長期計画原子力利用長期計画原子力利用長期計画、、、、エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー基本計画基本計画基本計画基本計画））））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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現在の原子力発電所でもプルトニウムが発電に寄与

!ウラン燃料でも、発電中にその一部がプルトニウムに変化して燃え
ており、このプルトニウムによる発電量は全体の約３割になる。

!現在の原子力発電所でも、ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料
（ＭＯＸ燃料）を原子炉の３分の１程度以内で用いるのであれば、
現在と同等の安全性を確保しながら運転できる。

出典：資源エネルギー庁　原子力2001
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プルトニウムプルトニウムプルトニウムプルトニウム
３０３０３０３０～～～～４０４０４０４０％％％％

燃料交換燃料交換燃料交換燃料交換

運転時間運転時間運転時間運転時間

●●●●燃料燃料燃料燃料のすべてをのすべてをのすべてをのすべてをウランウランウランウランとしたとしたとしたとした場合場合場合場合 ●●●●燃料燃料燃料燃料のののの1/3ををををMOX燃料燃料燃料燃料としたとしたとしたとした場合場合場合場合（（（（プルサーマルプルサーマルプルサーマルプルサーマル））））

原原原原
子子子子
炉炉炉炉
全全全全
体体体体
のののの
発発発発
電電電電
へへへへ
のののの

寄寄寄寄
与与与与
割割割割
合合合合

（（（（
％％％％
））））

次次次次のののの燃料交換燃料交換燃料交換燃料交換 燃料交換燃料交換燃料交換燃料交換 次次次次のののの燃料交換燃料交換燃料交換燃料交換

運転時間運転時間運転時間運転時間

原原原原
子子子子
炉炉炉炉
全全全全
体体体体
のののの
発発発発
電電電電
へへへへ
のののの

寄寄寄寄
与与与与
割割割割
合合合合

（（（（
％％％％
））））

※

原子力発電所では、ほぼ1
年毎に、全体の1/4～1/3
の燃料を交換します。
　残りの3/4～2/3の燃料
は既に１年以上燃えてお
り、この間にウランから変
化したプルトニウムを含ん
でいます。
　このため、燃料交換時で
も原子炉全体のプルトニ
ウムの量はゼロになりま
せん。

※
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プルサーマル計画の主要工程

電気事業者 国

意思表明

原子力設置変更許可申請

安全審査

原子力安全・保安院
による審査

原子力安全委員会及び原子力委員会
によるダブルチェック

輸入燃料体検査申請

燃料加工
燃料輸送

加工時のチェック

許可

審査及び検査
(記録確認・外観検査)

合格

使用前検査燃料装荷

認可

工事計画認可申請
審査（品質保証等）

使用前検査申請

合格
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①原子力エネルギーに関する客観的な情報を積極的に提供。

②様々な媒体、機会を通じて、国民一人一人に対し知識の普及に努める。

③立地地域と消費地域住民の相互理解、エネルギーに関する教育の充実
　に取り組む。

原子力原子力原子力原子力についてのについてのについてのについての理解促進理解促進理解促進理解促進

＜＜＜＜情報提供情報提供情報提供情報提供・・・・知識知識知識知識のののの普及普及普及普及にににに関関関関するするするする取組取組取組取組みのみのみのみの例例例例＞＞＞＞

  

○シンポジウム、講演会等 
情報の提供と知識の普及を進めるため、シンポジウム、講演会等を実施。 

  例：「エネルギー・にっぽん国民会議」 
   知事、有識者が、全ての人々がエネルギー問題を自分自身の問題として考え

ていくための方策を議論し、情報を発信。 
    「エネルギーのことを考えよう」シンポジウム（H15/7：熊本） 
○双方向の国民対話の促進 
  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上に原子力情報の総合窓口「原子力情報ナビ」を開設。 
電子メール等による「原子力なんでも相談室」を開設。 

○産消交流 
  女性の相互交流、スポーツ交流等を実施。 
○エネルギー教育の支援 
  エネルギー教育実践モデル校の指定、エネルギー教育の支援。 
  副読本、ビデオ等の生徒向け副教材や講師派遣等の事業。 
○施設見学会 
エネルギー関連施設の見学会を実施。 

○パンフレット・資料の作成・配布、新聞等のメディア広報など 
  ホームページ、広告、パンフレット等を用いた情報提供等を実施。 


